










































































































































































































































































5億円未満 22 16 0 38 57.9% 42.1% 100%
5億円以上 20 5 0 25 80.0% 20.0% 100%
無回答 3 5 1 9 33.3% 55.6% 100%















































食料品・たばこ・飼料等 6 9 0 15 40.0% 60.0% 100.0%
パルプ・紙製品、出版印刷 1 4 0 5 20.0% 80.0% 100.0%
非鉄金属、金属製品 1 13 0 14 7.1% 92.9% 100.0%
一般機械 1 8 0 9 11.1% 88.9% 100.0%
電気・情報通信機器・電子部品
精密機械
2 8 0 10 20.0% 80.0% 100.0%









































非減少企業 13 1 0 14
減少企業 32 24 1 57
無回答 0 1 0 1
合計 45 26 1 72
非減少企業 28.9% 3.8% 0.0% 19.4%
減少企業 71.1% 92.3% 100.0% 79.2%
無回答 0.0% 3.8% 0.0% 1.4%





















































大いに満足 0 0 0 0
まあまあ満足 6 1 0 7
やや不満 11 4 0 15
大いに不満 28 19 1 48
無回答 0 2 0 2
合計 45 26 1 72
大いに満足 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
まあまあ満足 13.3% 3.8% 0.0% 9.7%
やや不満 24.4% 15.4% 0.0% 20.8%
大いに不満 62.2% 73.1% 100.0% 66.7%
無回答 0.0% 7.7% 0.0% 2.8%







































































































































































































































































































































































































































































































































かなり高まった 6 8 14 42.9% 57.1% 100.0%
やや高まった 14 31 45 31.1% 68.9% 100.0%
ほとんど変わっていない 3 6 12 25.0% 50.0% 100.0%
無回答 0 0 1 0.0% 0.0% 100.0%
合計 23 45 72 31.9% 62.5% 100.0%
（注)環境関連の取組で「無回答」(4社)を省略
（注）エネルギー転換、環境新商品の開発、ISO14000シリーズ取得、環境会計、
環境報告書の作成、省エネ機器の自社内開発、再生可能エネルギー推進、グリー
ン調達、循環型生産方式の形成、低環境負荷商品への転換、への取組の合計
図表20〕より積極的な環境関連 （環境への ）
５．まとめとして
　この後のパネルディスカッションでの議論への引き継ぎも含めて、以上の結果について私なりに整理しておきま
す。まず、不況からの脱出関連で今後の発展に向けたまとめです。業績で売上高に注目して、前年度よりも売上高が
減っていない企業が２割弱ありました。その企業がこれまでどういった項目に取り組んでこられたかをみますと、営
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業力強化とか新製品・サービスの開発に取り組んでこられた率が多かった。やはり、そういった新しい事への対応の
切り口を何らか置いておかないと、今回のようなあまりにも急激なマイナス方向への景気の動きには対応できないと
いうことなのではないかと感じました。
　また、規模を拡大しようとされているかどうかの点に関して、拡大意欲を持った企業の方が、そうでない企業に比
べて痛手が小さかった。もちろん皆さん痛手を被っているのですが、落ち込みがより小さかったということが数字に
表れていました。そういう意味では、積極性をもたないまでも、積極的な活動に出られるような体制を持っておくこ
とが、これだけの景気変動に対しては一種の保険になるのではないかと思いました。
　あと、今後に向けた取り組みについて、先ほどは詳しくお話ししませんでしたが、昨年までの調査ではコスト削減
に取り組んでいきたいという比率が非常に高かった。しかし、今回の業況悪化はそれだけで乗り切れるようなレベル
のものではないということだと思うのです。顧客の需要が絶対的に減っているなかで、多少の値引きという問題では
ないということで、新規顧客・取引先拡大という新たな取引開拓への取り組み意識が非常に高まっているということ
が、今回のアンケート調査から明瞭に読み取れたと思います。
　また、昨年までは人材関連の取り組みの重要性が数字に現れていることを強調してきたのですが、今年の調査では
ちょっと影が薄くなった。やはり業績が悪化し優先順位が下がった。人を採るには大きなコストがかかりますし、仕
事量も減っているため、後回しになったわけです。それでも、今後の課題としての意識は高い状態が維持されていま
した。やはり中長期的な課題として、多くの企業が認識しておられるということだと思います。
　生産性の向上については先ほどスキップしてしまいましたが、従業員の能力向上が強く意識されている様子がうか
がえる結果となっています。
　環境面につきましては、不況のなかでも意識が後退していないことを示唆する数字が示されました。また、実際に
取り組まれている項目については３つに集約できます。省エネ型の取組、ゴミを減らす取組、従業員に対する教育の
取組の３つです。しかし、より手のかかる本格的な 10 項目についての取組度合いは、昨年との比較では目に見えて
進んではいないということがありました。
　ただし、アンケート集計結果を細かくご覧いただきたいのですが、「低環境負荷商品への転換」という項目に注目
すると、まだまだ割合は低いとは言え、実は去年よりも選択率が少し増加しています。本日パネリストとしてお越し
いただいている伊丹自動車様のような、環境に優しい BDF、バイオ・ディーゼル・エンジン燃料の開発、そういう
ところに、まだ一部ではありますが、新たな企業活動の芽があるというふうに前向きにとりたいと私は思います。
　駆け足でしたが、以上で私の報告を終わらせていただきたいと思います。ご清聴どうもありがとうございました。
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